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   令和６年度かすみがうら市一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

   並びに基金の運用状況の審査意見について 

 

 

 地方自治法第 233 条第２項及び同法第 241 条第５項の規定に基づき、審査に

付された令和６年度かすみがうら市各会計(一般会計・３特別会計)歳入歳出決

算及び関係書類並びに基金の運用状況を示す書類を審査したので、その結果に

ついて、次のとおり意見を付して提出します。 
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令和６年度かすみがうら市一般会計・特別会計 

歳入歳出決算及び基金運用状況審査意見書 

 

第１ 審査の種類 

地方自治法第 233 条第２項に基づく決算審査及び同法第 241 条第５項  

の規定に基づく基金運用状況審査 

 

 

第２ 審査の対象 

令和６年度かすみがうら市一般会計歳入歳出決算 

令和６年度かすみがうら市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

令和６年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

令和６年度かすみがうら市介護保険特別会計歳入歳出決算 

令和６年度かすみがうら市各基金の運用状況を示す書類 

令和６年度かすみがうら市決算付属書類 

 

 

第３ 審査の着眼点 

   １ 収入済額は予算現額と比べて著しい差異はないか。その理由は何か。 

また、前年度と比べて著しい増減はないか。その理由は何か。 

   ２ 収入済額は調定額と比べて著しい差異はないか。その理由は何か。 

     また、前年度と比べて収入率が著しく低下しているものはないか。 

その理由は何か。 

   ３ 収入未済、不納欠損処分及び滞納処分停止の事務処理は適切か。 

   ４ 予算額と比べて多額の不用額を生じているものはないか。その理由

は何か。 

   ５ 予備費充当又は流用増減額の理由及び手続は適正であるか。 

   ６ 補助金、交付金等の支出の必要性、有効性、時期及び額は妥当か。      

また、実績報告又は精算報告は確実に行われているか。 

   ７ 繰越明許費の繰越、事故繰越等の理由及び手続は適正か。 

   ８ 財産の異動増減の理由及び処理は適切か。また、現在高は正確か。 

   ９ 遊休施設はないか。また、活用計画は策定されているか。 

   10 基金の運用状況に関する調書の計数は基金台帳、整理簿等と一致し

ているか。 
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   11 基金は設置目的に従って、確実かつ効率的に運用されているか。 

   12 過去の決算審査で監査委員が指摘した意見が是正されているか。 

   13 定期監査や、例月現金出納検査等で指摘した事項について、必要な改

善措置が行われたか。 

 

 

第４ 審査の主な実施内容 

    審査に当たっては、かすみがうら市監査基準に準拠し、提出された令和

６年度かすみがうら市各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支

に関する調書、財産に関する調書及び基金の運用状況が、関係法令に準拠

して作成され、その会計処理が適正に行われているか確認するとともに、

収入支出事務の適法性、適確性の検証を行い、予算が適正かつ効率的に執

行されているか、事務事業が経済的かつ効果的に行われているか、関係職

員から説明を聴取し審査を行った。 

 

 

第５ 審査の日程及び実施場所 

   日程 令和７年６月２日から令和７年８月 18 日まで 

   場所 かすみがうら市役所 千代田庁舎 第１会議室 

 

 

第６ 審査の結果 

    審査に付された令和６年度かすみがうら市各会計歳入歳出決算書、同

事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書及び基金の運用

状況は、関係法令の規定に準拠して調製されており、関係諸帳簿及び証拠

書類と照合した結果、決算計数に誤りがないものと認められた。 

    予算の執行状況、財産の管理など財務に関する事務の執行は、一部にお

いて改善を要するものはあるものの、おおむね所期の目的に従って執行

されているものと認められた。 

        基金については、基金条例に基づきその目的に従って運用及び管理さ

れており、その計数は正確であると認められた。 

    なお、改善を要するものについては、審査意見を遵守し、業務遂行に努

められたい。 

 

 ※以下本文中の注記事項 

 比率は、原則として小数点以下第２位を四捨五入した。 
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第７ 決算の概要 

１ 決算の総括 

(１)決算規模 

令和６年度における一般会計と特別会計の歳入歳出決算総額は、次表の 

とおりである。                                     （単位：円） 

区 分 予算現額 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 

一般会計 19,914,341,840 19,585,575,953 18,796,828,601 788,747,352 

特別会計 9,224,702,000 9,055,584,079 8,978,786,709 76,797,370 

合 計 29,139,043,840 28,641,160,032 27,775,615,310 865,544,722 

 

 

(２)決算収支内訳 

各会計別の決算収支状況の内訳は、次表のとおりである。    （単位：円） 

 

区 分 

 

歳 入 

① 

 

歳 出 

② 

 

形式収支 

  ③ 

（①－②） 

翌年度へ繰り

越すべき財源 

④ 

 

実質収支 

⑤ 

（③－④） 

一般会計 19,585,575,953 18,796,828,601 788,747,352 52,191,000 736,556,352 

特
別
会
計 

国民健康 

保険 
3,985,393,194 3,970,787,748 14,605,446 0 14,605,446 

後期高齢者 

医療 
1,185,246,914 1,161,993,882 23,253,032 0 23,253,032 

介護保険 3,884,943,971 3,846,005,079 38,938,892 0 38,938,892 

合 計 28,641,160,032 27,775,615,310 865,544,722 52,191,000 813,353,722 

形式収支額は８億 6,554 万 4,722 円、このうち翌年度へ繰越すべき財源 

5,219 万 1,000 円を差し引いた実質収支額は８億 1,335 万 3,722 円となっ

ている。 
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(３)予算の執行状況 

歳入の執行状況は、次表のとおりである。 

【歳 入】                           （単位：円） 

区 分 
予算現額 

① 

調定額 

② 

収入済額 

③ 

収入割合 

対予算 

③/① 

対調定 

③/② 

一般会計 19,914,341,840 19,812,416,512 19,585,575,953 98.3％ 98.9％ 

国民健康 

保険 
4,114,897,000 4,163,367,855 3,985,393,194 96.9％ 95.7％ 

後期高齢者 

医療 
1,168,260,000 1,187,829,863 1,185,246,914 101.5％ 99.8％ 

介護保険 3,941,545,000 3,908,570,451 3,884,943,971 98.6％ 99.4％ 

合  計 29,139,043,840 29,072,184,681 28,641,160,032 98.3％ 98.5％ 

歳入決算額は 286 億 4,116 万 32 円で、予算現額 291 億 3,904 万 3,840

円に対する収入割合は 98.3％となっている。また、調定額 290 億 7,218 万

4,681 円に対する収入割合は 98.5％となっている。 

 

 

不納欠損額及び収入未済額については、次表のとおりである。 

                             （単位：円） 

区  分 
調定額 

① 

収入済額 

② 
不納欠損額 収入未済額 

収入率 

②/① 

一般会計 19,812,416,512 19,585,575,953 13,223,085 213,617,474 98.9％ 

国民健康 

保険 
4,163,367,855 3,985,393,194 13,326,393 164,648,268 95.7％ 

後期高齢者 

医療 
1,187,829,863 1,185,246,914 1,059,200 1,523,749 99.8％ 

介護保険 3,908,570,451 3,884,943,971 8,373,180 15,253,300 99.4％ 

合  計 29,072,184,681 28,641,160,032 35,981,858 395,042,791 98.5％ 

調定額は 290 億 7,218 万 4,681 円で、収入済額は 286 億 4,116 万 32 円

であり、不納欠損額は 3,598 万 1,858 円、収入未済額は３億 9,504 万 2,791

円であった。 
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不納欠損及び収入未済があった科目の状況は、次表のとおりである。 

   （単位：円） 

区 分 科 目 調定額 収入済額 
不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

一般会計 

市民税 2,593,557,117 2,491,832,116 6,536,902 95,188,099 

固定資産税 2,832,711,734 2,738,992,367 5,688,552 88,030,815 

軽自動車税 167,255,324 154,460,082 997,631 11,797,611 

児童福祉費

負担金 
65,204,280 63,793,780 0 1,410,500 

雑 入 305,735,420 288,544,971 0 17,190,449 

会計小計   13,223,085 213,617,474 

国民健康保険

特別会計 

国民健康 

保険税 
1,024,598,566 849,438,842 13,326,393 161,833,331 

雑 入 7,087,830 4,272,893 0 2,814,937 

会計小計   13,326,393 164,648,268 

後期高齢者 

医療特別会計 

後期高齢者 

医療保険料 
557,132,632 554,549,683 1,059,200 1,523,749 

会計小計   1,059,200 1,523,749 

介護保険 

特別会計 

介護保険料 882,924,240 859,968,510 8,373,180 14,582,550 

雑 入 12,679,729 12,008,979 0 670,750 

会計小計   8,373,180 15,253,300 

合   計   35,981,858 395,042,791 

不納欠損額は 3,598 万 1,858 円で、主なものは、市民税 653 万 6,902

円、固定資産税 568 万 8,552 円、国民健康保険税 1,332 万 6,393 円、介

護保険料 837 万 3,180 円などである。 

収入未済額は３億 9,504 万 2,791 円で、主なものは、市民税 9,518 万

8,099 円、固定資産税 8,803 万 815 円、国民健康保険税１億 6,183 万

3,331 円などである。 
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歳出の執行状況は、次表のとおりである。 

【歳 出】                        （単位：円） 

区  分 
予算現額 

① 

支出済額 

② 

翌年度 

繰越額 
不用額 

執行率 

②/① 

一般会計 19,914,341,840 18,796,828,601 433,943,000 683,570,239 94.4％ 

国民健康保険

特別会計 
4,114,897,000 3,970,787,748 0 144,109,252 96.5％ 

後期高齢者 

医療特別会計 
1,168,260,000 1,161,993,882 0 6,266,118 99.5％ 

介護保険 

特別会計 
3,941,545,000 3,846,005,079 0 95,539,921 97.6％ 

合  計 29,139,043,840 27,775,615,310 433,943,000 929,485,530 95.3％ 

歳出決算額は 277 億 7,561 万 5,310 円で、予算現額 291 億 3,904 万 3,840

円に対する執行率は 95.3％となっている。 

翌年度への繰越額は４億 3,394 万 3,000 円で、不用額は９億 2,948 万

5,530 円となっている。 
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２ 各会計の歳入歳出決算の状況 

令和６年度の各会計の歳入歳出決算の状況は、次のとおりである。 

(１)一般会計 

一般会計は、歳入決算額 195 億 8,557 万 5,953 円で調定額に対する収入

率は 98.9％となっている。歳出決算額は 187 億 9,682 万 8,601 円で、予算

額に対する執行率は 94.4％となっている。歳入歳出差引額（形式収支）７

億 8,874 万 7,352 円の剰余金を生じ、翌年度に繰り越すべき財源 5,219 万

1000 円を控除した実質収支額は７億 3,655 万 6,352 円となっている。 

現年度課税分の税の収納率は、個人市民税 98.3％、法人市民税 99.1％、

固定資産税 98.7％、軽自動車税 97.7％となっており、滞納繰越分の収納

率は、個人市民税 36.1％、法人市民税 31.8％、固定資産税 35.8％、軽自

動車税 25％となっている。 

また、令和６年度において、個人市民税 634 万 2,105 円、法人市民税 19

万 4,797 円、固定資産税 568 万 8,552 円、軽自動車税 99 万 7,631 円の不

納欠損処分が行なわれている。 

 

 

(２)国民健康保険特別会計 

国民健康保険特別会計の歳入決算額は、一般会計からの繰入金３億252万

2,782 円及び基金繰入金 1,000 万円を含めた 39 億 8,539 万 3,194 円で、調

定額に対する収入率は 95.7％となっている。歳出決算額は 39 億 7,078 万

7,748 円で、予算額に対する執行率は 96.5％となっている。歳入歳出差引

額（形式収支）は 1,460 万 5,446 円となっている。 

現年度課税分の収納率は、一般被保険者国民健康保険税においては、医

療給付費分 93.4％、後期高齢者支援金分 93.1％、介護納付金分 90.4％と

なっており、滞納繰越分の収納率は、一般被保険者国民健康保険税におい

ては、医療給付費分 29.0％、後期高齢者支援金分 29.9％、介護納付金分

33.6％、退職被保険者等国民健康保険税においては、医療給付費分 0％、

後期高齢者支援金分 0％、介護納付金分 0％となっている。 

なお、令和６年度において、一般被保険者国民健康保険税 1,332 万 6,393 

円の不納欠損処分が行なわれている。 

 

 

(３)後期高齢者医療特別会計 

後期高齢者医療特別会計の歳入決算額は、一般会計からの繰入金５億

7,395 万 9,972 円を含めた 11 億 8,524 万 6,914 円で、調定額に対する収入

率は 99.8％となっている。歳出決算額 11 億 6,199 万 3,882 円で予算額に
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対する執行率は 99.5％となっている。歳入歳出差引額（形式収支）は 2,325

万 3,032 円となっている。 

なお、令和６年度において、105 万 9,200 円の不納欠損処分が行なわれ

ている。 

 

 

 (４)介護保険特別会計 

介護保険特別会計の歳入決算額は、一般会計からの繰入金５億 9,114 万

4,000 円及び基金繰入金 7,698 万 3,000 円を含めた 38 億 8,494 万 3,971 円

で、調定額に対する収入率は 99.4％となっている。歳出決算額は 38 億

4,600 万 5,079 円で、予算額に対する執行率は 97.6％となっている。歳入

歳出差引額（形式収支）は 3,893 万 8,892 円となっている。 

なお、令和６年度において、837 万 3,180 円の不納欠損処分が行なわれ

ている。 

 

  



 

9 
 

３ 財政分析の結果 

(１)財政力指数   
地方公共団体の財政力を示す指標で、この指数が 1.00 に近くあるいは

1.00 を超えるほど財源に余裕があるものとされている。 

本市の状況は、令和６年度 0.57、令和５年度 0.59、令和４年度 0.59、

令和３年度 0.61、令和２年度 0.61 と、ほぼ横ばいの状況である。 

 

 

(２)経常一般財源等比率 

収入の安定性と財政上の自立性を判断するために用いられるもので、こ

の数値が 100％を超える度合いが高ければ高いほど経常一般財源に余裕が

あることを示すものである。令和６年度は 101.8％で、前年度の 100.9％

と比べ、0.9％増加している。 

 

 

(３)経常収支比率 

財政構造の弾力性を判断するために用いられるもので、経常的経費に経

常一般財源がどの程度充当されているかを示すものであり、一般的に 80％

を超える場合には弾力性を失いつつあるとされている。 

令和６年度は 87.7％で、前年度の 89.6％に比べ、1.9％減少している。 

また、臨時財政対策債を経常一般財源に加えた場合は 87.3％で、前年度

の 88.8％と比べ、1.5％減少している。 

 

 

(４)実質収支比率 

財政運営の健全性を示す指標であり、実質収支の標準財政規模に対する

比率が、おおむね標準財政規模の３％～５％程度が望ましいといわれてい

る。 

令和６年度は 6.3％で、前年度の 6.1％と比べ、0.2％増加している。 
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第８ 財産に関する調書 

１ 土地、建物等 

公有財産の土地は、水郷園の用地を取得したことなどにより 12,206 ㎡

増加し、令和６年度末現在高は 1,437,586 ㎡となっている。 

建物の延床面積は、農村環境改善センターの譲渡などにより 1,827 ㎡減

少し、令和６年度末現在高は 129,921 ㎡となっている。 

山林は、年度中の増減はなく、令和６年度末現在高は 80,419 ㎡となっ

ている。 

 

 

２ 出資による権利 

出資金は、かすみがうらＦＣに対して 900 万円増加したことにより、令

和６年度末現在高は 8,765 万 7,000 円となっている。 

 

 

３ 物品 

物品は車両で、年度内に公用車購入等で 3台の増、廃車で 3台の減によ

り、令和６年度末現在高は 146 台となっている。 

 

 

４ 基金 

基金は、財政調整基金など 14 の基金がある。前年度末現在高は 65 億

1,194 万 2,207 円であったが、年度内に減債基金など９つの基金で 1 億

2,349 万 5,123 円増加している一方、財政調整基金など５つの基金で 8 億

4,632万3,422円減少したことにより、令和６年度末の現在高は57億8,911

万 3,908 円となっている。 
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第９ 審査意見 

決算審査を通した意見、指摘事項は次のとおり。 

１ 財政状況について 

令和６年度の決算状況をみると、財政運営の健全化を示す実質収支

比率は 6.3％である。また、健全化判断比率の指標である実質赤字比

率は△6.3％(対前年度比 0.2％減)と早期健全化基準の 13.1％を下回

っており、連結実質赤字比率についても△16.7％（対前年度比 1.3％

減）と早期健全化基準の 18.1％を下回っている。実質公債費比率につ

いては 8.5％（対前年度比 0.4％減）であり、早期健全化基準の 25.0％

を下回っている。将来負担比率についても、47.4％（対前年度比 9.5％ 

減）と早期健全化基準の 350％を下回っており、財政の健全性は保た

れている。 

財政構造の弾力性の指標である経常収支比率については、前年度と

比べて 1.9％減少し 87.7％となっている。経常収支比率が 80％を超え

ると財政構造の弾力性を欠いているとされ、行政需要の変化に適切に

対応することが困難になるとされていることから、今後も可能な限り

経常的経費の支出削減に努めるとともに、政策的経費については中長

期計画に基づいた事業の展開を図られたい。また、ふるさと納税制度

の活用や定住促進・企業誘致等、収入源の多様化・拡充により持続可

能なまちづくりのための財源を確保し、財政構造の弾力性の確保に努

められたい。 

 

 

２ 財源の確保 

(１)収入未済額の縮減 

収入未済額は、一般会計で２億1,361万7,474円（対前年度比4.0％

増）、特別会計で１億 8,142 万 5,317 円（対前年度比 1.4％減）とな

っている。 

一般会計のうち収入未済額の主なものは、市民税 9,518 万 8,099

円、固定資産税 8,803 万 815 円となっている。特別会計のうち収入

未済額の主なものは、国民健康保険税で１億 6,183 万 3,331 円とな

っている。 

市税・国民健康保険税の収入未済額については、さまざまな手法

によって鋭意努力していることは認められるものの、依然として多

額である。 

厳しい財政状況の中、収入未済額の縮減は喫緊の課題である。今

後とも安定的な自主財源の確保及び市民負担の公平性を維持するた
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め、積極的かつ全庁的な収納対策のもと適正な債権回収を図り、収

入未済額の一層の縮減に努められたい。 

 

 

(２)不納欠損処分の厳正な取り扱い 

不納欠損額については、一般会計で 1,322 万 3,085 円、特別会計

で 2,275 万 8,773 円となっている。 

一般会計の主なものは、個人市民税 634 万 2,105 円（対前年度比

42.1％減）、固定資産税 568 万 8,552 円（対前年度比 34.1％減）、特

別会計の主なものは、国民健康保険税 1,332 万 6,393 円（対前年度

比 51.6％減）、介護保険料 837 万 3,180 円（対前年度比 15.1％増）

などとなっている。 

消滅時効の縮減に向けた取組や滞納処分の執行停止を適正に処理

し、今後とも慎重かつ厳正な対応に努められたい。 

 

 

(３)予算の適正執行 

 ア 予算及び事業の適正執行 

予算の執行については、概ね法令等に基づいた適正な事務処理に

努められていると認められる。 

なお、令和７年度への繰越額を見ると一般会計繰越明許費で４億

3,394 万 3,000 円が繰り越されている。今後とも、安易な繰り越し

が生じないよう効率的な予算執行に努められたい。 

 

 

イ 不用額について 

  一般会計・特別会計を合わせた不用額は、９億 2,948 万 5,530 円

（対前年度比 16.1％減）となっており、前年度より減少しているも

のの、依然として多額である。 

不用額発生の要因としては、執行段階で経費の節減によるもの、契

約における差金、見積もりの過大などが考えられるが、今後とも計

画する事業費の適確な把握に努めるとともに、契約により多額の差

金が生じた場合は、速やかに予算を補正するなどの措置により、会

計年度独立の原則に則り、限りある予算の有効活用に努められたい。 
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ウ 財源の有効活用 

 普通会計における実質収支の額は、おおむね標準財政規模の３％

～５％程度が望ましいといわれている。令和６年度の実質収支比率

は 6.3％と、前年度より 0.2％増加している。その額は、７億 3,655

万 6,352 円（前年度 6 億 9,929 万 8,469 円、前々年度６億 7,338 万

5,450 円）と極めて高い額となっている。 

 それは、結果として、その額相当分が当該年度の財源として十分

に活用されていなかったと言える。 

 常に、歳入歳出予算の執行状況の把握に努め、大幅な歳入増や多

額の不用額が生じた場合は、補正措置するとともに新たな行政需要

への対応等財源の有効活用に努められたい。 

 

 

(４)補助金等について 

      各種補助金の交付決定及び実績の確認については、適宜見直しを

図りつつ、引き続き市補助金等交付規則等関係法令を遵守し、適正な

事務処理に努められたい。 

 

 

   (５)基金の管理運用について 

基金については、その設置目的に従って管理運用されており、関係

法令等に基づいて適切に管理されていると認められた。今後とも適正

かつ効率的な運用に努められたい。 

 

 

第１０ むすび 

令和５年 12 月 22 日に、国立社会保障・人口問題研究所から、日本の

地域別将来推計人口が公表された。この推計によれば、本市の人口は、

2050 年に２万 7,514 人となり、2020 年（令和２年）から 31.4％減少す

ると推計されている。特に０歳から14歳は 2020年の半数以下に、また、

高齢化率（総人口に占める 65 歳以上の割合）は、31.9％から 43.9％と

なり、人口減少と少子高齢化が進展する推計結果となっている。子ども

が減り、高齢者が増えることによる将来にわたる急激な人口減少は、社

会全体に影響を及ぼすことになる。現役世代が支える年金・医療・介護

といった社会保障の根本が揺らぎかねない事態になることが懸念され

ており、経常経費に大きく占める福祉関係経費、耐用年数を過ぎ老朽化

した公共施設等の維持管理費の支出も、今後さらに増加傾向となること
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は避けられない状況にある。本市においても、こうした事態を念頭に置

いて、中長期的展望に立脚した将来像を想定し、計画的にまちづくりを

展開していくことが求められている。 

  そうした中、今般の令和６年度かすみがうら市健全化判断比率におけ

る４指標及び資金不足比率については、現時点では基準をクリアしてい

るものの、近年の国・県の平均値と比較すると良好とはいえない。また、

財政力指数、経常収支比率及び実質公債費比率については、課題が残る

ものとなっており、総合的に見て依然として厳しい財政状況下にある。 

  以上の状況を鑑み、将来にわたり持続可能なまちづくりを推進するた

めには、「入るを量り出ずるを為す」を基本として、無駄、斑、無理のな

い最少の経費で最大の効果を上げる施策に基づく業務の遂行に徹しな

ければならない。 

企業が成長し続けるためには、社会経済状況の変化に応じた中長期的

展望に立脚した独自の成長戦略が必要であるのと同様に、本市において

も、財政力の強化を図り、本市の魅力とポテンシャルを活かした独自の

中長期計画を策定し、施策の選択と集中により、市長が掲げる「活力と

あたたかさあふれる市政」の実現のため、市執行部一丸となってより一

層の業務遂行に努められたい。 

 


